
４.【西ノ島町】

テーマ 現状と課題 第９期における具体的な取組 目標（事業内容・指標等） 計画における参照箇所 実施内容 自己評価結果 課題と対応策

1.自立支援、介護予防・重度化防止
の推進

　サロン、体操教室、健康教室、ま
めな体操等計画的に自立支援や介
護予防のための事業を行っている。
これらの活動は、閉じこもり予防や
認知症予防としての役割も果たすも
のとなっているが、参加者の固定化
や高齢化、介護度の重度化により参
加者が減る傾向にある。引き続き、
役場、病院、コーディネーター等と
連携し、今後は高齢者の保健事業
と介護予防の一体的実施について
取り組んでいく。

①地域リハビリテーション活動支援
事業の活用
　
②短期集中通所リハビリテーション
の実施

③要支援者の生活援助の見直し

④まめな体操の活動支援及び評価

➄高齢者の保健事業と介護予防の
一体的取り組み
➄-1 健康サロン
➄-2 健康教室
➄-3 体操教室

・地域包括支援センターの職員、隠
岐島前病院専門職、生活支援コー
ディネーター等と引き続き連携し、
65歳以上の町民の自立支援、介護
予防重度化防止のために、体制づ
くりに取り組んでいく。
・生活習慣病予防・介護予防・重度
化防止を推進していくために、高齢
者の保健事業と介護予防の一体的
実施について取り組んでいく。

①必要時

② 6人/年

③ 1回/年

④ 6地区×1回/12か月

⑤-1 5地区×1回/12か月
⑤-2 7回/年
⑤-3 9回/年×3教室

第１節　西ノ島町としての課題と重
点施策
１．自立支援、介護予防・重度化防
止の推進
46、47ページ

① R7年度実績
　個別：31/回、集団：13回

②2クール6名で予算計上。1クール終了
し４名卒業。11月から2クール目で4名を
選定し実施した。年間8名で実施するこ
とができた。

③要支援のケアマネ及び、事業所とで
令和７年１月１４日に実施。１１名につい
て協議し、７名の訪問回数を減らしたり、
内容の見直しを行った。令和７年度は未
実施。理由としては、訪問介護利用者が
大きく減ったため(R6年度平均利用者２
５名→R７年度18名)

④令和7年度も各地区での評価を島前
病院リハ職と社協と実施。

⑤-1 健康サロンに併せて健康相談・栄
養相談を隔月で実施（55回/年）。島留
学生の参加もあり外部との交流を深め
た。天候不良等もあり中止する回もあっ
たが、概ね計画通りに実施することがで
きた。
⑤-2 高齢者の保健事業と介護予防の
一体的取組のポピュレーションアプロー
チとして健康教室を実施。昨年天候不
良で延期していた1地区を含め8地区実
施、81名の参加あり。計画通りに取り組
むことができた。昨年に引き続き島前病
院医師、リハビリを講師に迎え「骨折予
防」の内容と骨密度測定を実施。
⑤-3 体操教室　9回実施することができ
た。

【A】
概ね計画通りに取り組んでいる。

②短期集中通所リハビリテーション
の効果
・要支援１→非該当、長谷川式１３
点→満点。
・ヘルパー利用していたものが４月
で不要となる。
・男性でパッドやリハパンの着用を
拒否していた人が同じグループ内
の人からの話を聞き着用を開始。

④片足立ちバランス　33％　歩行速
度15％　握力　27％向上　61％が維
持
　
⑤-３
　固定以外の地区については、まめ
な体操の実施している地区に訪問
しており、まめな体操参加者からも
好評である。

　【課題】
⑤-1 参加人数の減少によりサロン
の継続が難しい地区があり、令和８
年度より４地区での開催となった。
⑤-2 健康教室の参加者は転倒しそ
うになったことがあるに該当する人
が半分程度。
【対応策】
⑤-1 引き続き参加者が支援者と一
緒に集いの場を維持していく意識づ
けが必要。今後も島留学生や島前
病院に来ている実習生等も受け入
れながら、参加者が楽しめる内容を
検討していきたい。
⑤-2 医師だけでなくリハビリ職の講
話、指導を継続して実施すること
で、まめな体操の普及や地域リハビ
リテーション活動支援事業などの周
知も行い介護予防に繋げる。 A

2.地域包括ケアを支える機能の強
化

　在宅介護、施設介護に加え、医療
体制が整備され、3法人、隠岐島前
病院、行政が連携できていることで9
割の西ノ島町民が住み慣れた地域
で最期まで生活することができてい
る。引き続き地域ケア推進会議、地
域ケア個別会議を定期的に開催
し、課題把握とその解決に取り組ん
でいくことと、地域包括ケアシステム
を支える人材の確保に努めていく。

①地域推進会議及び地域ケア個別
会議の推進

②地域包括ケアシステムを支える人
材の確保
②-1 特定技能外国人材の受け入
れ
②-2 福祉体験交流事業
②-3 福祉職場体験等旅費支援
②-4 福祉職員等確保対策
②-5 西ノ島町福祉介護人材確保・
定着促進事業
②-6 西ノ島町奨学資金の貸与

・地域ケア推進会議、地域ケア個別
会議を定例的に開催し、本町の課
題把握とその解決に取り組んでい
く。
・今後も住み慣れた地域で最期まで
生活することができる環境を維持す
るために、地域包括ケアシステムを
支える人材の確保に取り組んでい
く。

①-1 12回/年
①-2 24回/年

②-1 随時
②-2 1回/年
②-3 補助金事業
②-4 給付金事業
②-5 補助金事業
②-6 奨学資金貸与事業

第１節　西ノ島町としての課題と重
点施策
2．地域包括ケアを支える機能の強
化
48，49ページ

①-1 第３週火曜日に定例開催を
行っている。
①-2 第２、第４火曜日に定例開催
を行っている。

②-1　R6年で受けれた1名は退職し
たが、１名の介護職については、夜
勤で勤務できるまで成長。また退職
した調理員についても復職予定。
②-2 R７年3名の受け入れを行っ
た。
②-3 R７年3名の交付決定を行っ
た。
②-4 R7年度2名の介護職の就職。
②-5 県補助を活用し、２法人の研
修旅費等の補助を行った。
②-6　継続実施をしている。

【A】
概ね計画通りに取り組んでいる。

【課題】
②-5 県補助を活用しているので島
根県の補助がなくなった際には事
業継続に支障が出る。

【対応策】
②-5 広域連合としても引き続き活
用し、県事業の継続の必要性を伝
えてもらいたい。

A

第９期介護保険事業計画の「取組と目標」にかかる評価　(中間評価・最終報告）

（１）取組と目標 （２）自己評価
運営協議会

評価
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（１）取組と目標 （２）自己評価
運営協議会

評価

【評価の基準】
A・・・事業計画通りの事業に取り組みを始めている。
B・・・事業計画通りの事業に取り組もうと準備している。
C・・・事業計画通りの事業に全く取り組 んでいない 、準備もしていない。

3.安心して暮らせる町づくり

　第８期期間において高齢者をはじ
めとするすべての人が地域とのつな
がりや生きがいを持ちながら生活し
ていく大切さについて講演会を開催
した。ボランティア団体及び地域住
民の多様な主体の支えあいが生ま
れつつあり、今後どう展開していくか
ということが課題である。最期まで住
み慣れた地域で生活できるよう生活
環境の整備とそれを支える地域の
方々へのサポートを引き続き行って
いく。
　在宅医療・介護連携については、
地域ケア個別ケア会議を中心に隠
岐島前病院、福祉事業所、行政が
一体的にケアできる体制が構築され
ており、今後も継続して取り組んで
いく。
　認知症施策の推進では、認知症
サポーター養成講座の開催や予防
について普及啓発活動を行ってき
た。また、サービスにつながっていな
い高齢者や障がい者を対象とした
方々への支援も行っており、引き続
き取り組んでいく。
　高齢者の権利擁護においては、
高齢者のひとり暮らしが増加するな
か、自身での意思決定が困難となっ
た場合の支援を行ってきた。引き続
きの実施と災害時等の避難体制整
備の推進も行っていく。

【A】
概ね計画通りに取り組んでいる。

⑤ -1第10期の介護保険事業計画
に方向性だけは掲載したい。

第１節　西ノ島町としての課題と重
点施策
3．安心して暮らせる町づくり
50～53ページ

①  生活支援体制の強化
①-1 生活支援コーディネーターと
の連携
①-2 互助力の強化
①-3 見守り支援体制の構築
①-4 地域活動団体等の活性化支
援
①-5 法人連絡会及び日向喫茶の
支援

② 在宅医療・介護連携の推進
②-1 在宅医療・介護連携に関する
各種会議の継続
②-2  地域ケア推進会議の継続
②-3 入退院連携の推進

③認知症施策の推進
③-1 認知症サポーターの養成
③-2 認知症地域推進員との連携
③-3 家族介護者の集い
③-4 初期集中支援チームの強化

④高齢者の権利擁護体制の強化
④-1 成年後見制度利用支援
④-2 高齢者虐待防止の普及啓発
④-3 エンディングノートの作成及び
普及啓発

➄高齢者の生活環境整備の推進
➄-1 高齢者の住宅、高齢者施設の
強化
➄-2 災害時の避難体制整備

・認知症や医療・介護が必要な状態
になっても、尊厳と希望を持ち、住
民同士が支え合いながら住み慣れ
た地域で自分らしい人生を最後まで
続けることができるような町づくりを
推進していく。
・高齢者が最後まで住み慣れた地
域で生活できるように、生活環境
（住まい）整備を推進するとともに、
災害時における避難体制整備を推
進し、住民自らの判断で一人ひとり
が適切な避難行動をとり、誰一人逃
げ遅れない地域づくりを推進してい
く。

①-1 社会資源の把握、地域診断
①-2 地域応援隊事業
①-3 ICTを活用した見守り支援
①-4 地域活動団体等への助成金
及び情報提供
①-5 法人連絡会及び日向喫茶の
開催

②-1 医療福祉関係者との地域ケア
推進会議 12回/年
地域ケア個別会議  24回/年
サービス担当者会議　随時
②-2  12回/年
②-3  一体的なサービス提供

③-1  1回/年
③-2  認知症カフェ3回/年、必要に
応じて随時
③-3  1回/年
③-4 定期開催１回/年、必要に応じ
て随時

④-1 利用促進基本計画策定 第９
期計画期間中
④-2 相談しやすい体制整備
④-3 ACPとの連動

⑤高齢者の生活環境整備の推進
⑤-1基本構想策定 令和６年度
⑤-2 避難行動要支援者への個別
避難計画作成

①-1 サロン参加者、地域のボラン
ティア、自治会、民生委員等から情
報を収集し資源の把握に努めてい
る。 新たなボランティアグループも
できつつあるので引き続き活動支援
や情報収集に努める。
①-2 地域応援隊事業（R7.12件）
①-3　申請件数４件を見込んで予
算計上している。
①-4 令和7年度は、7地区、8団体
に赤い羽根共同募金の助成金を交
付した。また、社協の地域会食交流
会立ち上げ支援事業を活用し、１団
体が新たに活動した。

①-5 新型コロナウイルス感染症の
流行の為、1回中止となったため10
回の開催となった。

②　定例的に開催されている会議に
加えて、必要に応じてサービス担当
者会議を実施し、利用者からみて一
体的なサービス提供に取り組んでい
る。

③認知症普及啓発として映画「オレ
ンジ・ランプ」の上映会を１回実施し
42名が参加された。子どもたちにも
参加してもらえるように小中学校にも
周知を行ったが参加はなかった。
③-1　地域住民を対象として、認知
症に対する正しい知識を持ち、地域
で認知症の人やその家族に対して
出来る範囲で手助けする「認知症サ
ポーター」の養成を10月に実施。15
名参加。
③-2 　世界アルツハイマー月間に
合わせ図書館での展示等で認知症
に関する啓発を９月に実施。また認
知症カフェは１回の実施となった。
③-3 家族介護者の集いとして介護
に関するを講話を実施し5名参加。
③-4 　医師、看護師、認知症地域
支援推進員とともに認知症初期集
中支援チーム会議を5月・3月に実
施。

④-1 地域福祉総合計画が令和７年
３月に完成し、その中に盛り込むこと
ができた。
④-2 広報を活用し、高齢者虐待防
止について普及啓発をおこなった。
④-3 エンディングノートについて
は、島根県立大と協働で作成に取
組完成した。

⑤　1.自立支援、介護予防・重度化
防止の推進　①と同様。
⑤-1　基本計画を令和7年3月に策
定した。
⑤-2　避難行動要支援者名簿の更
新を実施し、定期（1回/年）及び必
要時関係機関への名簿配布を実施
している。また防災担当課とともに個
別避難計画を作成し、随時対象者
へ計画の配布を実施した。

A

【課題】
①-1 資源マップや地域の活動を一
覧にまとめ更新し、要支援者等へ情
報提供している。
①-2 今後、地域応援隊の登録者を
増やしていくために、募集の仕方を
検討する必要がある。（活動内容を
絞って募集する等）
①-4 新たな団体も申請しているが
募金に頼っている為助成金に限り
がある。

② 困難事例について深堀が出来て
いない。
③ 認知症に関する普及啓発は子
供から大人まで幅広く実施する必要
がある。上映会など参加してもらい
やすいコンテンツを利用したが参加
はなかった。アルツハイマー月間の
展示で認知症でも住みやすい街に
ついてラベルで書けるようなコー
ナーを設置。子どもが書いているラ
ベルも見受けられた。

④-１　地域福祉計画に盛り込んだ
ものの実効性には乏しい。

④-3 地域に向けてエンディングノー
トの普及啓発が行えていない。

⑤-2 避難支援者の確保が課題。

【対応策】
①-1 専門職や要支援者等のニー
ズを聞き、地域資源に結びつくよう
な場を設定する。
①-2 ふれあいセンターの運営委員
会で検討する。
①-4 共同募金の助成金を広報等
でPRし、新しいボランティアグルー
プの立ち上げ支援に努める。

②自立支援型の地域ケア会議をR6
年に実施したものを今年度にも開催
できれば実施をしたい。

③今後も幅広い世代が集まりやす
いコミュニティ図書館を活用し普及
啓発を計画する。

④-1　おき後見ネットワークに参加し
隠岐の島町と足並みをそろえていく
必要がある
④-3 R8年10月にACP普及の講演
会を実施予定

⑤-2 引き続き年1回、防災担当と社
協と地区との協議を実施し、要支援
者とのマッチングを行っていく。
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